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基監発 0312第 1号

平成22年 3月 12日

関係都道府県労働局長殿

厚生労働省労働基準局監督課長

(契印省略)

労働条件集合監督における是正勧告書について

22年 2月 17日付け基発0217第4号「新たな監督指導手法の試行についてj記の2

記

1 是正勧告書の様式について

昭和 39年4月 20日付け基発秘第 5号「監督業務運営要領の改善についてJ(以下 r5 
号通達j とし、う。)記の第2の1 (1)イによる法違反に対する行政措置には、問記の第

3の1により監督様式として定められた是正勧告書(様式第2の l号)によらず、別添

の「是正勧告書J(様式第2の1号(専)。以下「専用是正勧告書j という。)を使用する

こと。

なお、「是正勧告書続紙J(様式第2の2号)及びその作成要領は、 5号通達に定める

ところによること。

2 専用是正勧告書の作成要領について

専用是正勧告書の作成において、 5号通達記の第3の2 (2)への「法条項等」、「違

反事項」及び「是正期日J欄の記入については以下によること。

なお、これ以外については5号通達に定めるところによること。

(1)労働基準法第 15条第 1項、第 32条第1項及び第2項、第 35条第1項、第 37条第

1項、第 89条並びに労働安全衛生法第66条第 l項(労働安全衛生規貝IJ第44条第1項)

に係る法違反については、専用是正勧告書にあらかじめ記載された内容を用いて是正

を勧告すること。当該勧告事項は、「法条項等j欄の口内lこO印を記入するとともに、
「法条項等」、「違反事項」及び「是正期日Jの各欄に、勧告する内容に応じて、空欄

箇所に必要事項を記入し又は不要な箇所を一線を引き抹消することにより特定するこ

と。

(2 )上記(1)の法令のうち、勧告事項としないものについて、「法条項等」、「違反事項」
及び「是正期日」の各欄を抹消する

(3 





様式第 2の l号(専)の 2

是正勧告書
も.. 

平成 年 月 日

殿

労働基準監督署

労働基準監督官 @ 

貴事業場における下記労働基準法、労働安全衛生法一

違反(本葉では「法条項等」欄の口内にO印が付されたもの。)については、
それぞれ所定期日までに是正の上、遅滞なく報告するよう勧告します。

なお、法条項に係る法違反(罰則のないものを除く。)につりては、所定期

日までに是正しない場合には、事案の内容に応じ、送検手続をとることがあり

ます。

法条項等| 違 反 事 項 |是正期日

日空時竺里l_~__L__<塑型型炉喧喧巳麿ふ主角哲押日持:雪用空閉警竺;一一一一一一
(労基則第5条) I法定事項を書面の交付により明示していないこと。

p~言頑張二l二時局雪局長長三時五三反面長弱選挙雪量r~~:::~~:
第l項・第2項 |署長に届け出ていないにもかかわらず、法定労働時間を超えて

労働させていること。

b事恒TZJ:::l:::::雨房副主計局長主婦長書記三記長量三五五三L工房:
第1項・第2項 | と。

I草場35日雨:勾:長雨量説得53:反桶持母零jil;:ιa~
第l項 |届け出ていなし吋こもカ幼わらず、法定休日に労働させてし、ること。

tコ多額 37翌二[::~~記長頑局長 2再三五五;厄記号iifiEi言語長l:::-.
第1項 |上の率で計算した割増賃金を支払っていないこと。

(不足額については遡及して支払うこと。)

む再編37瓦ー[…・一一 一 一語議長:主主両投手i三|
第1項 | 算入していないこと。

(不足額については遡及して支払うこと。)

じ掃射弱者二l二丙 10̂ 猛反;岩場説司王五五ii:4ijiibit;::長L----
業規則lを作成し、所轄労働基準監管署長に届け出ていないこ

と。

tコ:今頭雨戸:::::1:::::::::::::::::::::::::::::::::言語伝記長説記長主主L_ここ
業規則を変更し、所轄労働基準監管署長に届け出ていないこと。

仁F両手長ii---r申請局元弱者ii証工[記0-両三正面;耳目
(安徽11第44条第l項) I法定の項目について医師による健康診断を行っていないこと。
受領年月日 i平成

受領者職氏名!
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様式第 2の 1号(専)の 1

是正勧 告 制

E 月

事業の

名称

代表者

職氏名

事業場の

名称

貴事業場における下記労働基準法、労働安全衛生法|

違反(本葉では「法条項等」欄の口内にO印が付されたもの。)、については、
それぞれ所定期日までに是正の上、遅滞なく報告するよう勧告します。

なお、法条項に係る法違反(罰則のないものを除く。)については、所定期

日までに是正しない場合には、事案の内容に応じ、送検手続をとるーことがあり

ます。

法条項等| 違 反 事 項

仁1労基法第15条第1項| 労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間等の
(労基則第5条) I師事項を書面の交付により明示していなし吋。.1.._______...1都日

口労基法第3Z条 l 時間外労働に関する協定を締結し、これを購朔基準臨|即時

是正期日展措
jlf. J聞

第l項・第2項 |署長に届け出ていないにもかかわらず、法定労働時間を超えて
昨JI'j

~}. n 

労働させていること。

口労基明 L~:~竪空明暫?一一一fihf，十一Jf;:::.一\f;:::~'一;:::~.ナナ一~T一Tナ-0一j第l項.第2項|と。|

口労基法第35条 | 休日矧動に関する協定を縦し、これを所轄労働寧見噌署長に|即 時 l向調
第l項 |届け出ていなしヰこもカやわらず、法走休日に矧勤させていること。 I ド口
口労基法第37条 | 時間外労働に対し2害115分以上、休日労働に対し3割5分以

男!竺一--宇一・ーーーーーL主竺空主H竺L喧喧竿空空烹?色合J今tE.ET-
(不足額については遡及して支払うこと。)

口労基法第37条 | を割増賃金の基礎となる賃金に II可謝

第l項 | 算入していないこと。 IIト口
(不足額については遡及して支払うこと。)

口張扇亙長一一|一一面ijiHX以五ゐ房長J最長局L.モ("瓦iZ62-iぷ

再調

占 .11
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業規則を作成し、所轄労働基準監督署長に届け出ていないこ

と。 ili . il'唱

口労基法第89条 等を変更しているにもかかわらず、就
お口

業規則を変更し、 E曙労働基準監賢署長に届け出ていなし、こと。

ロ骨骨骨{母:1F:::l:::::画ß;'f雨:長岩場Jiz-:L;:::l:長l;EJiEIH;::詞f:~:J二三二 |:::f
(安鯨1)第44条第l功 |法定の項目について医師による健康診断を行っていないこと。
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